
特集特集
令和６年１月スタート令和６年１月スタート

令和6年1月に電子取引データ保存の義務化が 
スタートし、半年余りが経過した。中小企業の
中には自社の対応が正しいのか不安を感じてい
るケースもあるだろう。今号の特集では、令和5
年度の税制改正により見直された電子帳簿等保
存制度の内容を改めて紹介するとともに、電子
取引データ保存への準備が間に合わない場合の
猶予制度、会計ソフト等の導入を支援する補助
金制度などについて紹介する。

取材・文 向山勇

令和５年度令和５年度のの税制改正税制改正によりにより見直見直されたされた  

電子帳簿等保存制度電子帳簿等保存制度のの内容内容と と 
中小企業中小企業のの対応策対応策
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経理上の処理が一貫してデジタル化できる
電子帳簿等保存制度は、会計ソフトなどで作成した

帳簿や書類をプリントアウトせずにデータのまま保存
するルールや、紙の領収書などをスキャナやスマホで
読み込んで保存するためのルールなどを定めた制度。
電子帳簿等保存制度を活用することで、①紙をファ

イリングする手間や保存スペースが不要となる、②日
付や取引先名で検索できるので探したいデータがすぐ
に見つかる、などのメリットがある。紙で帳簿等を作
成する方法と比べ、経理上の処理が一貫してデジタル
化できるので、事務処理の効率化が可能だ。また、こ
れまでテレワークが難しかった経理担当者も在宅勤務
などがしやすくなる。
では、電子帳簿等保存制度の内容を具体的に見てい

こう。この制度は次の3つの制度から構成されている。

保存義務が課されるのは 
「電子取引データ保存」のみ
「1 電子帳簿等保存」では、税法によって保存な
どが必要とされている帳簿や書類のうち、自己が最初

から一貫してデータ作成しているものについて、プリ
ントアウトせずにデータのままで保存するための要件
を定めている。
「2 スキャナ保存」では、紙の請求書、領収書な
ど、取引先などから受け取った書類や自社で作成した
書類の写しを保存する際に、書類そのものを保存する
代わりに、スキャナやスマホで読み取ったデータを保
存するための要件を定めている。
「3 電子取引データ保存」では、見積書、契約書、
請求書、領収書などをデータでやり取りした場合、そ
のデータを一定の要件に沿って保存するための要件を
定めている。
このうち、「1 電子帳簿等保存」と「2 スキャ

ナ保存」は、希望者が利用することができる制度だ
が、「3 電子取引データ保存」は、申告所得税、法
人税に関して帳簿書類の保存義務が課されているすべ
ての者において対応が必要となる。
次ページ以降では、「3 電子取引データ保存」に

ついて詳しく紹介しよう。

電子帳簿等保存制度とは電子帳簿等保存制度とは

経理のデジタル化が可能になる経理のデジタル化が可能になる
3つの制度から構成されている3つの制度から構成されている

会計ソフトで作成している帳簿 取引相手から紙で受け取った書類 注文書･契約書･送り状･領収書･見積
書･請求書など

自身が手書などで作成して取引相手に
紙で渡す書類の写し

税法上保存が必要な帳簿･書類をパソコ
ン等で作成した場合は、プリントアウ
トせずにデータのまま保存することが
できる。

紙の領収書･請求書などは、その書類自
体を保存する代わりに、スキャナやス
マホで読み取ったデータを保存するこ
とができる。

申告所得税･法人税に関して帳簿･書類
を保存する義務のある方が、注文書･契
約書･送り状･領収書･見積書･請求書
などに相当するデータをやり取りした場
合には、その電子取引データを保存し
なければならない。

会計ソフトで作成している決算関係書類

パソコンで作成した見積書、請求書など

1 電子帳簿等保存 ２ スキャナ保存 ３ 電子取引データ保存

電子帳簿等保存制度

希望者 希望者 すべての
法人・個人

データで
やり取りした場合

  ファイナンスファイナンス　　20242024  Aug.Aug.	 3	 3

令和６年１月スタート令和６年１月スタート
令和5年度令和5年度のの税制改正税制改正によりにより見直見直されたされた電子帳簿等保存制度電子帳簿等保存制度のの内容内容とと中小企業中小企業のの対応策対応策

05_P02-09_Tokushu_05.indd   305_P02-09_Tokushu_05.indd   3 2024/08/08   15:55:042024/08/08   15:55:04



受け取ったデータだけでなく 
送ったデータの保存も必要
「電子取引データ保存」の対象となるのは、紙でや
り取りする場合に保存が必要な情報が含まれるデー
タ。取引先などから受け取ったデータだけでなく、
送ったデータもそのまま保存する必要がある。
ただし、この制度はあくまでデータでやり取りした

ものが対象で、紙でやり取りした書類をデータ化して
保存する必要はない。
請求書などをデータでやり取りした場合には、その

データをプリントアウトした書面のみを保存する方法
は認められず、一定の要件に従って電子取引データそ
のものを保存する必要がある。保存するデータのファ
イル形式は問われないため、PDFに変換したデータ
やスクリーンショットをした画像データなどで保存し
ても問題ない。

電子取引データの保存には2つの要件がある
電子取引データ保存については、大きく2つの要件
がある。真実性の確保と可視性の確保だ。

電子取引データ保存電子取引データ保存

データでの保存が必要になるのはデータでの保存が必要になるのは
データでやりとりした場合データでやりとりした場合

２ �可視性の確保�
（※（１）と（２）を全て満たす）

１ �真実性の確保（改ざん防止の措置）�
（※(１)～(４)のいずれかを満たす）

(１) タイムスタンプが付与されたデータを受け取る。

(２) 保存するデータにタイムスタンプを付与する。

(３)
データの授受と保存を、訂正削除履歴
が残るシステムやそもそも訂正削除が
できないシステムで⾏う。

(４) 不当な訂正削除の防止に関する事務処理規程を制定し、遵守する。

電子取引データ保存の一定ルール

（１）モニター･操作説明書等の備付け

（２）検索要件の充⾜

以下のいずれかに該当する保存義務者が、
税務調査等の際に電子取引データの「ダウ
ンロードの求め」に応じることができるよ
うにしている場合には、（２）「検索要件の充
⾜」の要件は不要。

✓ 基準期間(２課税年度前)の売上高が
「5,000万円以下」の保存義務者

✓

電子取引データをプリントアウトした
書⾯を、取引年⽉日その他の日付及び
取引先ごとに整理された状態で提示･
提出することができるようにしている
保存義務者
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電子取引データ保存で満たすべき3つの検索要件
電子取引データ保存に関する検索要件は、次の3つ

から構成されている。

検索要件
要件1 �取引などの日付、金額、取引先で検索ができ

ること。
要件2 �日付、金額について範囲を指定して検索がで

きること。【範囲指定検索】
要件3 �日付、金額、取引先を組み合わせて検索がで

きること。【組み合わせ検索】
これらの要件は、専用システムを導入する方法のほか、
より簡易な方法でも充足することが可能となっている。

例えば次のようなケースが考えられる。

簡易な方法で検索要件を充足する方法の例
1 �規則的なファイル名を付す方法
2 �表計算ソフト等で索引簿を作成する方法
1の方法はデータのファイル名に規則性を持った所
定の項目を入力し、特定のフォルダに集約しておくこ
とで、フォルダの検索機能が活用できる。
2の方法は表計算ソフト等に所定の項目を入力して
ファイルと結びつくようにしておくことで、表計算ソ
フト等の機能を使って検索できる。なお、国税庁ホー
ムページには、索引簿の作成例（ひな型）が掲載され
ている。

検索が可能な状態とは検索が可能な状態とは

専用システムを導入する方法のほか、専用システムを導入する方法のほか、
より簡易な方法でも検索要件を満たせるより簡易な方法でも検索要件を満たせる

真実性の確保では、改ざん防止のための4つの措置
のうち、いずれかを講じる必要がある（前ページの図
参照）。どの方法が容易かは納税者ごとに異なると思
われるが、一般的には、１(４)の「不当な訂正削除
の防止に関する事務処理規程を制定し、遵守する」方
法が最も導入しやすいと考えられる。国税庁ホーム
ページには、事務処理規程のサンプルが掲載されてい

るので、参考とされたい。
可視性の確保は、モニターや操作説明書などを備え

付けて、データの内容を確認できる状態にしておくこ
とが求められる。また、一定の検索が可能な状態にし
ておくことも必要だ。ただし、検索要件の充足は不要
となる場合もあり、これについては次のページで説明
する。
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検索要件が緩和されるケース
税務調査等の際に税務職員からの電子取引データの

「ダウンロードの求め」に応じることができるように
している場合には、要件２【範囲指定検索】、要件３
【組み合わせ検索】は不要となる。ただし、税務職員
がダウンロードを求めた電子取引データ全てについて
応じられること等が必要となる。

検索要件の充足が不要になるケース
以下のいずれかに該当する場合で、税務調査等の際

に税務職員からの電子取引データの「ダウンロードの
求め」に応じることができるようにしている場合に
は、「検索要件の充足」の要件自体が不要となる。
・�基準期間（2課税年度前）の売上高が「5,000万
円以下」の保存義務者

・�電子取引データをプリントアウトした書面を、取
引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理され
た状態で提示・提出することができるようにして
いる保存義務者

なお、税務職員から「ダウンロードの求め」があっ
た場合には、職員が求めた全ての電子取引データの提
出に応じる必要があり、そのデータにおいて通常出力
可能な範囲で、職員の求めに対応した方法（例えば出
力形式の指定）で提出する必要がある。
例えば、求められた電子取引データのうち、一部に
ついて電子取引データの提出に応じられない、応じな
い、CSV形式で出力できるにもかかわらず、検索性
等に劣る他の形式で提出する、などの場合は、この要
件を満たしていないことになる。

表計算ソフト等で索引簿を作成し、表計算ソフ
ト等の機能を使って検索する方法。索引簿のサ
ンプルは、国税庁ＨＰに掲載している。

データのファイル名に規則性をもって「日付・
金額・取引先」を入力し、特定のフォルダに集
約しておくことで、フォルダの検索機能が活⽤
できるようにする方法。

検索要件を満たすための簡易な方法

２ 表計算ソフト等で索引簿を作成する方法１ 規則的なファイル名を付す方法

イメージ
イメージ
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猶予措置を受けるには2つの要件がある
システム対応が間に合わない場合などは、猶予措置

が設けられている。次の2つの要件を満たす場合に
は、これまで説明したルールに沿った対応は不要とな
り、電子取引データを単に保存しておくだけでよい。

猶予措置が受けられる要件
1 �電子取引データ保存の一定のルールに従って電子
取引データを保存することができなかったことに
ついて所轄税務署長が相当な理由があると認める
場合（事前申請は不要）。

2 �税務調査等の際に、電子取引データの「ダウン
ロードの求め」及びその電子取引データをプリン
トアウトした書面の提示・提出の求めにそれぞれ
応じることができるようにしている場合。

「所轄税務署長が相当な理由があると認める場合」と
は、どんな場合か。例えば、次のような事情がある場
合は、猶予措置を受けるための「相当の理由」がある
とされている。

猶予措置を受けるための相当の理由
・�システムや社内のワークフローなどの整備が間に合
わず、要件に従った保存ができない場合。

・�要件に従って保存できる環境が整っているが、資金
繰りや人手不足などの理由で要件に従った保存がで
きない場合。
つまり、資金繰りや人手不足などの特段の理由がな

いにもかかわらず、あえて要件に従って保存していな
い場合には、この猶予措置の適用は受けられない。
電子取引データの保存方法には、さまざまなパター

ンがあるため、電子取引データを原則的なルールに
従って保存できているか、猶予措置の対象となるかを
確認するには、次ページのフローを利用するといいだ
ろう。また、制度についてより正確、詳細に知りたい
場合には、国税庁ホームページの「電子帳簿等保存制
度特設サイト」に掲載されている電子帳簿保存法の取
扱通達・一問一答（Q＆A）などを確認されたい。

電子取引データ保存の猶予措置電子取引データ保存の猶予措置

2つの条件を満たせば2つの条件を満たせば
電子取引データを保存するだけでよい電子取引データを保存するだけでよい

columncolumn

電子帳簿保存法への対応に補助金も

電子帳簿保存法への対応には、ある程度の資金が必

要になるケースもあるが、利用できる補助金がある。

会計ソフトや受発注システムなどの導入に対するIT導

入補助金だ。５つある類型のうち、通常枠では、中小

企業・小規模事業者が自社の課題やニーズに合ったIT

ツールを導入する際に経費の一部を補助してくれる。

補助率は経費の2分の1以内で最大450万円となって

いる。

詳しくは、ＩＴ導入補助⾦事務局ホームページ
（外部サイト）をご確認ください
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YESYES

YESYES

YESYES

YESYES

YESYES

YESYES

YESYES

スタート

１

改ざん防止のための措置をとっていますか。

※ タイムスタンプを付与する、訂正・削除の 履歴が残るシステム等でデータの授受と保存 をする、改ざん防止のための事務処理規程を 定めて 
守るといった方法があります。

２

ディスプレイ・プリンタ等を備え付けて、 
税務職員に指定されたデータを 

速やかに出力できるようにしていますか。

３

取引等の「日付・金額・取引先」で 
検索することができますか。

（１）

以下のどちらかの条件に 
当てはまりますか。

イ  基準期間（２課税年度前）の売上高が
5,000万円以下。

ロ  電子取引データをプリントアウトした書
面を、日付及び取引先ごとに整理された
状態で提示・提出することができるよう
にしている。

電子取引データをプリントアウトした書面を税務調査等の際に
提示・提出することができるようにしていますか。

猶予措置の適用を受けられます。

原則的なルールに従って保存出来ています。

猶予措置を含めてルールに従った保存が 
できていませんので、速やかに対応してください。

電子取引データのダウンロードの求め 
(税務職員からのデータの提示・提出の要求 )があった場合に、

応じることができるようにしていますか。

猶予措置の対象となるかご確認ください。

上記１～４（（１）イ・ロを含みます。）の対応ができなかったことについて、相当の理由がありますか。

※ 例えば、システム等の整備が間に合わない場合など、原則的なルールに従って電子取引データの保存を行うための環境が整っていない事情が
ある場合が該当します。ただし、システム等の整備が整っていて原則的なルールに従って電子取引データの保存ができるにもかかわらず、 
資金繰りや人手不足などの特段の事情がなく、電子取引データをルールに従って保存していない場合には、相当の理由があるとは認められま
せんので、猶予措置の適用は受けられません。

（２）

電子取引データのダウンロードの求め 
(税務職員からのデータの提示・提出の要求 )があった場合に、 

応じることができるようにしていますか。

４

次の要件をいずれも満たしていますか。

・ 日付または金額について、範囲を指定した検索ができる。

・ 「日付・金額・取引先」のうち２つ以上の任意項目を組み合わせて
検索できる。

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

NONO

電子取引データ保存に関するフローチャート

YESYESYESYES
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columncolumn

市販の会計ソフトを導入するならJIIMA認証の確認を

市販の会計ソフトを導入する際には、そのソ
フトが電子帳簿保存法の要件を満たしているか
確認するのがいいだろう。その場合には、
JIIMA認証を確認することをおすすめする。
JIIMA認証は、公益社団法人日本文書情報マ

ネジメント協会（通称JIIMA）が実施している
市販ソフトの認証制度。各ソフトウェアベン
ダーからの申請に基づき、そのソフトが電子帳
簿保存法の各要件を満たしているかをJIIMA
が確認し、要件に適合していることが確認でき

たソフトには、パッケージなどに認証のマーク
を付けて販売ができる仕組みになっている。
認証を受けているソフトの一覧表がJIIMA

のホームページに掲載されており、国税庁ホー
ムページからもアクセスが可能。
また、自社専用のシステムを開発する場合

に、電子帳簿保存法の要件を満たすことができ
るか疑問を持った際には、国税局および税務署
に相談窓口が設けられている。

市販のソフトウェア等に関する要件適合性の確認方法（JIIMA認証）

システム等の要件適合性に関する確認方法①

どの会計ソフトが要件を満たしているのかな︖

【納税者】

説明書等

ソフトウェア等のパッケージや説明書のJIIMA認証マークをご確認ください。

会計
ソフト等

(例)

②要件適合を通知

★認証マークの使用が可能に (公社)日本文書情報
マネジメント協会

〔略称︓ＪＩＩＭＡ〕

①法令上の要件確認を依頼

③確認（認証）したソフト
ウェア等の情報を提供

④認証ソフトウェア
等を販売

ソフトウェア
ベンダー

認証ソフトの一覧はJIIMAや国税庁の
HPに掲載しています。

国税庁HPの掲載場所
はこちら

11〔R５.８ 国税庁・国税局・税務署〕
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